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第６章 株式取得、合併等に関する業務 

第１ 概説 

独占禁止法第４章は、事業支配力が過度に集中することとなる会社の設立等の禁止（同

法第９条）及び銀行業又は保険業を営む会社の議決権取得・保有の制限（同法第11条）に

ついて規定しているほか、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなる場

合及び不公正な取引方法による場合の会社等の株式取得・所有、役員兼任、合併、分割、

共同株式移転及び事業譲受け等の禁止並びに一定の条件を満たす企業結合についての届出

義務（同法第10条及び第13条から第16条まで）を規定している。公正取引委員会は、これ

らの規定に従い、企業結合審査を行っている。個別事案の審査に当たっては、必要に応じ

経済分析を積極的に活用している。 

また、公正取引委員会は、いわゆる第２次審査を行って排除措置命令を行わない旨の通

知をした場合等について、当該審査結果を公表するほか、届出を受理した事案等のうち、

企業結合を計画している事業者の参考に資すると思われる事案については、一定の取引分

野の画定の考え方や独占禁止法上の判断の理由等についてできるだけ詳細に記載し、その

内容を公表している。 

第２ デジタル分野の企業結合審査への対応 

公正取引委員会は、令和４年６月16日に公表した「デジタル化等社会経済の変化に対応

した競争政策の積極的な推進に向けて―アドボカシーとエンフォースメントの連携・強化

―」において、情報収集を強化し、デジタル市場等における迅速かつ的確な企業結合審査

に取り組むことを明らかにしている。 

令和７年度に行ったデジタル分野に係る企業結合審査案件として、グーグル・エルエル

シーによるウィズ・インクの株式取得があるところ、本件は、企業結合審査の届出基準を

満たさないものの、買収に係る対価の総額が大きく、かつ、国内の需要者に影響を与える

と見込まれたため、職権で審査を行ったものである。 

なお、本件については、職権審査によって公正取引委員会が把握した情報を前提とすれ

ば、本件株式取得により一定の取引分野における競争を実質的に制限することとなるとは

いえないと判断した。 
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第３ 独占禁止法第９条の規定による報告・届出 

独占禁止法第９条第１項及び第２項は、他の国内の会社の株式を所有することにより事

業支配力が過度に集中することとなる会社を設立すること及び会社が他の国内の会社の株

式を取得し又は所有することにより事業支配力が過度に集中することとなる会社に転化す

ることを禁止しており、会社及びその子会社（注）の総資産合計額が、①持株会社につい

ては6000億円、②銀行業、保険業又は第一種金融商品取引業を営む会社（持株会社を除

く。）については８兆円、③一般事業会社（①及び②以外の会社）については２兆円を超

える場合には、(ⅰ)毎事業年度終了後３か月以内に当該会社及び子会社の事業報告書を提出

すること（同条第４項）、(ⅱ)当該会社の新設について設立後30日以内に届け出ること（同

条第７項）を義務付けている。 

令和７年度において、独占禁止法第９条第４項の規定に基づき提出された会社の事業報

告書の件数は125件であり、同条第７項の規定に基づく会社設立届出書の提出はなかった。 

（注）会社がその総株主の議決権の過半数を有する他の国内の会社をいう。この場合において、会社及びその一

若しくは二以上の子会社又は会社の一若しくは二以上の子会社がその総株主の議決権の過半数を有する他の国

内の会社は、当該会社の子会社とみなす。 

第４ 銀行業又は保険業を営む会社の議決権取得・保有 

独占禁止法第11条第１項の規定では、銀行業又は保険業を営む会社は他の国内の会社の

議決権をその総株主の議決権の５％（保険会社は10％）を超えて取得・保有してはならな

いとされている。ただし、あらかじめ公正取引委員会の認可を受けるなど一定の要件を満

たした場合は、同項の規定の適用を受けない（同条第１項ただし書、第２項）。 

令和７年度において、公正取引委員会が認可した銀行業又は保険業を営む会社の議決権

取得・保有の件数は22件であった。このうち、独占禁止法第11条第１項ただし書の規定に

基づくものが18件（銀行業を営む会社に係るもの13件、保険業を営む会社に係るもの５

件）、同条第２項の規定に基づくものが４件（銀行業を営む会社に係るもの）であった。

また、外国会社に係るものはなかった（銀行業又は保険業を営む会社の議決権取得・保有

の制限に係る認可についての詳細は、附属資料４－１表参照）。 

第５ 株式取得・合併・分割・共同株式移転・事業譲受け等 

 １ 概要 

⑴ 一定の条件を満たす会社が、株式取得、合併、分割、共同株式移転及び事業譲受け等

（以下「企業結合」という。）を行う場合には、それぞれ独占禁止法第10条第２項、第

15条第２項、第15条の２第２項及び第３項、第15条の３第２項又は第16条第２項の規定

により、公正取引委員会に企業結合に関する計画を届け出ることが義務付けられている

（ただし、合併等をしようとする全ての会社が同一の企業結合集団に属する場合等につ

いては届出が不要である。）。 

企業結合に関する計画の届出が必要な場合は、具体的には次のとおりである。 
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ア 株式取得の場合

会社の属する企業結合集団（注１）の国内売上高合計額（注２）が200億円を超える会社
が、他の会社であって、その国内売上高と子会社（注３）の国内売上高を合計した額が
50億円を超える会社の株式を取得する場合において、当該会社の属する企業結合集団に
属する会社が所有することとなる株式に係る議決権の数の割合が20％又は50％を超える
こととなる場合（注４） 

（注１）会社及び当該会社の子会社並びに当該会社の最終親会社（親会社であって他の会社の子会社でないもの

をいう。）及び当該最終親会社の子会社（当該会社及び当該会社の子会社を除く。）から成る集団をいう。 

（注２）会社の属する企業結合集団に属する会社等の国内売上高を合計したものをいう。 

（注３）会社が他の会社等の財務及び事業の方針の決定を支配している場合における当該他の会社等をいう。 

（注４）ただし、あらかじめ届出を行うことが困難である場合として公正取引委員会規則で定める場合は、届出

が不要である。 

イ 合併の場合

会社の属する企業結合集団の国内売上高合計額200億円超の会社と国内売上高合計額50億
円超の会社の場合 

ウ 共同新設分割の場合

会社の属する企業結合集団の国内売上高合計額200億円超の全部承継会社と会社の属する
企業結合集団の国内売上高合計額50億円超の全部承継会社の場合 
会社の属する企業結合集団の国内売上高合計額200億円超の全部承継会社と承継対象部分
に係る国内売上高が30億円超の重要部分承継会社の場合 
承継対象部分に係る国内売上高が100億円超の重要部分承継会社と会社の属する企業結合
集団の国内売上高合計額50億円超の全部承継会社の場合 
承継対象部分に係る国内売上高が100億円超の重要部分承継会社と承継対象部分に係る国
内売上高が30億円超の重要部分承継会社の場合 

エ 吸収分割の場合

会社の属する企業結合集団の国内売上高合計額200億円超の全部承継会社と会社の属する
企業結合集団の国内売上高合計額50億円超の被承継会社の場合 
会社の属する企業結合集団の国内売上高合計額50億円超の全部承継会社と会社の属する
企業結合集団の国内売上高合計額200億円超の被承継会社の場合 
承継対象部分に係る国内売上高が100億円超の重要部分承継会社と会社の属する企業結合
集団の国内売上高合計額50億円超の被承継会社の場合 
承継対象部分に係る国内売上高が30億円超の重要部分承継会社と会社の属する企業結合
集団の国内売上高合計額200億円超の被承継会社の場合 

オ 共同株式移転の場合

会社の属する企業結合集団の国内売上高合計額200億円超の会社と会社の属する企業結合
集団の国内売上高合計額50億円超の会社の場合 

カ 事業譲受け等の場合

会社の属する企業結合集団の国内売上高合計額200億円超の譲受会社と国内売上高30億円
超の全部譲渡会社の場合 
会社の属する企業結合集団の国内売上高合計額200億円超の譲受会社と対象部分の国内売
上高が30億円超の重要部分譲渡会社の場合 
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⑵ 過去３年度に受理した届出及び過去３年度における第２次審査の処理状況は第１表及

び第２表のとおりである。 

⑶ 令和７年度において、産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第25条第１項の規定

に基づく協議を受けたものはなかった。 

⑷ 令和７年度において、農業競争力強化支援法（平成29年法律第35号）第20条第１項の

規定に基づく協議を受けたものはなかった。 

⑸ 令和７年度において、地域における一般乗合旅客自動車運送事業及び銀行業に係る基

盤的なサービスの提供の維持を図るための私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する

法律の特例に関する法律（令和２年法律第32号）第５条第２項の規定に基づく協議を受

けたものはなかった。 

⑹ 令和７年度において、国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成16年法

律第135号）第26条第１項の規定に基づく協議を受けたものはなかった。 
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 第１表 過去３年度に受理した届出の処理状況 

令和5年度 令和6年度 令和7年度 

届出件数 345 437 458 

第1次審査で終了したもの 335 423 449 

うち禁止期間の短縮を行ったもの (262) (368) (398) 

第1次審査終了前に取下げがあったもの 10 14 8 

第2次審査に移行したもの 0 0 1 

（注）各年度の届出の処理状況（「第１次審査で終了したもの」、「うち禁止期間の短縮を行ったもの」、「第１次

審査終了前に取下げがあったもの」及び「第２次審査に移行したもの」）の件数には、届出のあった年度の翌

年度に各項目記載の処理を行った件数も含む。 

 第２表 過去３年度における第２次審査の処理状況 

令和5年度 令和6年度 令和7年度 

第2次審査で終了した件数 0 0 0 

うち問題解消措置を前提に問題なしとした件数 0 0 0 

排除措置命令を行った件数 0 0 0 

（注）各年度において審査が終了した件数について記載している。令和７年度に第２次審査に移行した１件につ

いては、令和７年度内に審査が終了していないことから、第２表には記載していない。 

 ２  株式取得・合併・分割・共同株式移転・事業譲受け等の動向 

令和７年度に届出を受理した企業結合を国内売上高合計額別、議決権保有割合別、業種

別及び形態別でみると、第３表から第11表までのとおりである。 

第３表 国内売上高合計額別株式取得届出受理件数 

株式発行会社の 

国内売上高 

合計額 

株式取得 

会社の国内 

売上高合計額 

50億円以上 

200億円未満 

200億円以上 

500億円未満 

500億円以上 

1000億円未満 

1000億円以上 

5000億円未満 
5000億円以上 合計 

200億円以上 

500億円未満 41 12 1 0 1 55 

500億円以上 

1000億円未満 39 8 4 2 0 53 

1000億円以上 

5000億円未満 76 29 8 10 1 124 

5000億円以上 

1兆円未満 32 18 7 7 3 67 

1兆円以上 

5兆円未満 40 19 5 4 0 68 

5兆円以上 13 12 3 7 3 38 
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株式発行会社の 

国内売上高 

合計額 

株式取得 

会社の国内 

売上高合計額 

50億円以上 

200億円未満 

200億円以上 

500億円未満 

500億円以上 

1000億円未満 

1000億円以上 

5000億円未満 
5000億円以上 合計 

合計 
241 98 28 30 8 405 

第４表 国内売上高合計額別合併届出受理件数 

消滅会社の 

国内売上高 

合計額 

存続会社 

の国内売上 

高合計額 

50億円以上 

200億円未満 

200億円以上 

500億円未満 

500億円以上 

1000億円未満 

1000億円以上 

5000億円未満 
5000億円以上 合計 

50億円以上 

200億円未満 0 2 2 3 2 9 

200億円以上 

500億円未満 0 1 0 0 0 1 

500億円以上 

1000億円未満 0 0 0 0 0 0 

1000億円以上 

5000億円未満 0 0 0 0 0 0 

5000億円以上 

1兆円未満 0 0 0 0 0 0 

1兆円以上 

5兆円未満 0 0 0 0 0 0 

5兆円以上 
0 0 0 0 0 0 

合計 
0 3 2 3 2 10 

（注）消滅会社が２社以上である場合には、国内売上高合計額が最も大きい消滅会社を基準とする。 
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 第５表 国内売上高合計額等別共同新設分割届出受理件数 

分割しようとする 

会社 2の国内売 

上高合計額 

（又は分割対 

象部分に 

係る国内 

売上 

高） 

分割しよ 

うとする会 

社 1 の国内 

売上高合計額 

（又は分割対 

象部分に係る国 

内売上高） 

30億円以上 

200 億円未満 

200 億円以上 

500 億円未満 

500 億円以上 

1000億円未満 

1000億円以上 

5000億円未満 
5000億円以上 合計 

50億円以上 

200 億円未満 

0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

200 億円以上 

500 億円未満 

0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

500 億円以上 

1000 億円未満 

0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

1000 億円以上 

5000 億円未満 

0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

5000 億円以上 

1 兆円未満 

0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

1 兆円以上 

5 兆円未満 

0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

5 兆円以上 
0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

合計 
0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

（注）共同新設分割をしようとする会社のうち、国内売上高合計額又は分割対象部分に係る国内売上高が最も大

きい会社を「分割しようとする会社１」、その次に大きい会社を「分割しようとする会社２」とした。 

また、（ ）外は、「分割しようとする会社１」と「分割しようとする会社２」のいずれもが事業の全部を  

承継させようとする場合に係る届出受理の件数であり、（ ）内は、「分割しようとする会社１」と「分割しよ

うとする会社２」の少なくとも一方が事業の重要部分を承継させようとする場合に係る届出受理の件数である

（内数ではない。）。 
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 第６表 国内売上高合計額等別吸収分割届出受理件数  

分割しようとす 

る会社の国内売 

上高合計額 

（又は分割 

対象部分 

に係る国 

内売上 

高） 

承継する 

会社の国内 

売上高合計額 

30億円以上 

200億円未満 

200億円以上 

500億円未満 

500億円以上 

1000億円未満 

1000億円以上 

5000億円未満 
5000億円以上 合計 

50億円以上 

200億円未満 

0 0 0 0 0 0 

(0) (1) (0) (0) (0) (1) 

200億円以上 

500億円未満 

0 0 0 0 0 0 

(4) (0) (0) (0) (0) (4) 

500億円以上 

1000億円未満 

0 0 0 1 0 1 

(1) (1) (1) (0) (0) (3) 

1000億円以上 

5000億円未満 

4 0 0 0 0 4 

(6) (2) (0) (0) (0) (8) 

5000億円以上 

1兆円未満 

0 0 0 0 0 0 

(1) (0) (1) (0) (0) (2) 

1兆円以上 

5兆円未満 

1 0 0 0 1 2 

(1) (0) (0) (1) (0) (2) 

5兆円以上 
0 0 0 0 0 0 

(0) (0) (0) (0) (0) (0) 

合計 
5 0 0 1 1 7 

(13) (4) (2) (1) (0) (20) 

（注）（ ）外は、分割しようとする会社が事業の全部を承継させようとする場合に係る届出受理の件数であり、

（ ）内は、分割しようとする会社が事業の重要部分を承継させようとする場合に係る届出受理の件数である

（内数ではない。）。 

 なお、分割しようとする会社が２社以上である場合には、国内売上高合計額又は分割対象部分に係る国内

売上高が最も大きい会社を基準とする。 
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第７表 国内売上高合計額別共同株式移転届出受理件数  

株式移転 

会社2の 

国内売上 

高合計額 

株式移転 

会社1の 

国内売上 

高合計額 

50億円以上 

200億円未満 

200億円以上 

500億円未満 

500億円以上 

1000億円未満 

1000億円以上 

5000億円未満 
5000億円以上 合計 

200億円以上 

500億円未満 0 1 0 0 0 1 

500億円以上 

1000億円未満 0 0 0 0 0 0 

1000億円以上 

5000億円未満 0 0 1 0 0 1 

5000億円以上 

1兆円未満 0 0 0 1 0 1 

1兆円以上 

5兆円未満 0 0 0 0 0 0 

5兆円以上 
0 0 0 0 0 0 

合計 
0 1 1 1 0 3 

（注）共同株式移転をする会社のうち、国内売上高合計額が最も大きい会社を「株式移転会社１」、その次に大

きい会社を「株式移転会社２」とした。 
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 第８表 国内売上高合計額等別事業譲受け等届出受理件数 

譲受け対象部分 

に係る国内 

売上高 

譲受 

会社の国内 

売上高合計額 

30億円以上 

200億円未満 

200億円以上 

500億円未満 

500億円以上 

1000億円未満 

1000億円以上 

5000億円未満 
5000億円以上 合計 

200億円以上 

500億円未満 5 0 0 0 0 5 

500億円以上 

1000億円未満 3 1 0 0 0 4 

1000億円以上 

5000億円未満 3 0 0 0 0 3 

5000億円以上 

1兆円未満 1 0 0 0 0 1 

1兆円以上 

5兆円未満 0 0 0 0 0 0 

5兆円以上 0 0 0 0 0 0 

合計 
12 1 0 0 0 13 
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 第９表 議決権保有割合別の株式取得届出受理件数 

20％超50％以下 50％超 合 計 

86 319 405 

 第10表 業種別届出受理件数 

業種別 株式取得 合併 分割 共同株式移転 事業譲受け等 合計 

農林・水産業 0 0 0 0 0 0 

鉱業 0 0 0 0 0 0 

建設業 10 0 0 0 0 10 

製造業 64 3 7 0 4 78 

食料品 9 0 0 0 1 10 

繊維 3 0 0 0 0 3 

木材・木製品 2 0 0 0 0 2 

紙・パルプ 0 0 0 0 0 0 

出版・印刷 0 0 0 0 0 0 

化学・石油・石炭 14 1 3 0 2 20 

ゴム・皮革 0 0 0 0 0 0 

窯業・土石 2 0 0 0 0 2 

鉄鋼 4 0 0 0 0 4 

非鉄金属 1 0 0 0 0 1 

金属製品 1 0 0 0 0 1 

機械 28 2 4 0 1 35 

その他製造業 0 0 0 0 0 0 

卸・小売業 52 0 4 0 5 61 

不動産業・物品賃貸業 22 0 1 0 0 23 

運輸・通信・倉庫業 24 0 0 0 1 25 

サービス業 154 5 7 3 2 171 

金融・保険業 36 1 3 0 0 40 

電気・ガス熱供給 

・水道業 4 0 0 0 1 5 

その他 39 1 5 0 0 45 

合 計 405 10 27 3 13 458 

（注１）業種は、株式取得の場合には株式を取得する会社の業種に、合併の場合には合併後の存続会社の業種に、

共同新設分割の場合には新設会社の業種に、吸収分割の場合には事業を承継する会社の業種に、共同株式移

転の場合には新設会社の業種に、事業譲受け等の場合には事業等を譲り受ける会社の業種によった。 

  なお、共同新設分割及び吸収分割を併せて「分割」としている。 

（注２）令和７年４月以降に届出受理した案件の各業種への分類方法について、令和６年度以前に届出受理した

案件に係る分類方法から一部変更している。
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 第11表 形態別届出受理件数 

形 態 別 株式取得 合併 
共同新 

設分割 
吸収分割 

共同株 

式移転 

事業譲 

受け等 

水平関係 226 0 0 14 3 10 

垂直 

関係 

前進 120 0 0 6 0 1 

後進 121 0 0 6 0 0 

混合 

関係 

地域拡大 75 0 0 7 0 3 

商品拡大 59 0 0 1 0 0 

純粋 85 10 0 5 0 2 

届出受理件数 405 10 0 27 3 13 

（注１）企業結合の形態の定義については、附属資料４－２⑶参照。 
（注２）形態別の件数については、複数の形態に該当する企業結合の場合、該当する形態を全て集計している。

そのため、形態別の件数の合計は、届出受理件数と必ずしも一致しない。
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第６ 審査結果の公表 

公正取引委員会は、令和７年４月 30日にイオン㈱及び㈱ツルハホールディングスの経営

統合に関する審査結果について、同年５月 28日に塩野義製薬㈱による鳥居薬品㈱等の医薬

事業の統合に関する審査結果について、同年８月 29日に DCMホールディングス㈱による㈱

エンチョーの株式取得に関する審査結果について、同年 11 月 18 日に今治造船㈱によるジ

ャパンマリンユナイテッド㈱の株式取得に関する審査結果について、令和８年２月 26日に

トヨタ自動車㈱及びダイムラー・トラック・アーゲーによる日野自動車㈱及び三菱ふそう

トラック・バス㈱の経営統合に関する審査結果について、それぞれ公表した。

 １ イオン㈱及び㈱ツルハホールディングスの経営統合に関する審査結果（令和７年４

月 30日公表） 

公正取引委員会は、イオン㈱及び㈱ツルハホールディングス（以下、両社を併せて「当

事会社」という。）の経営統合（以下「本件統合」という。）について、当事会社から独占

禁止法の規定に基づく株式取得に関する計画届出書の提出を受け、審査を行った結果、当

事会社に対し、排除措置命令を行わない旨の通知を行った。 

 本件審査において、公正取引委員会は、当事会社が申し出た措置が講じられることを前

提とすれば、本件統合により、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとな

るとはいえないと判断した。 

（詳細については令和７年４月 30日報道発表資料「イオン㈱及び㈱ツルハホールディ

ングスの経営統合に関する審査結果について」を参照のこと。）

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250430_kiketsu_at.html

 ２  塩野義製薬㈱による鳥居薬品㈱等の医薬事業の統合に関する審査結果（令和７年５

月 28日公表） 

公正取引委員会は、塩野義製薬㈱（以下「塩野義製薬」という。）による鳥居薬品㈱

（以下「鳥居薬品」という。また、塩野義製薬及び鳥居薬品を併せて「当事会社」とい

う。）の株式取得及び塩野義製薬による鳥居薬品の親会社である日本たばこ産業㈱（以下

「日本たばこ産業」という。）の医薬事業の吸収分割による承継（以下、併せて「本件統

合」という。）について、塩野義製薬及び日本たばこ産業から独占禁止法の規定に基づく

株式取得及び吸収分割に関する計画届出書の提出を受け、審査を行った結果、当該２社に

対し、排除措置命令を行わない旨の通知を行った。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/apr/250430_kiketsu_at.html
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 本件審査において、公正取引委員会は、当事会社が申し出た措置が講じられることを前

提とすれば、本件統合により、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとな

るとはいえないと判断した。 

（詳細については令和７年５月 28日報道発表資料「塩野義製薬㈱による鳥居薬品㈱等

の医薬事業の統合に関する審査結果について」を参照のこと。） 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/may/250528kiketesu_st.html 

 ３  DCM ホールディングス㈱による㈱エンチョーの株式取得に関する審査結果（令和７

年８月 29日公表） 

公正取引委員会は、DCM ホールディングス㈱（以下「DCM ホールディングス」という。）

による㈱エンチョー（以下「エンチョー」という。また、DCM ホールディングス及びエン

チョーを併せて「当事会社」という。）の株式取得（以下「本件行為」という。）について、

DCM ホールディングスから独占禁止法の規定に基づく株式取得に関する計画届出書の提出

を受け、審査を行った結果、同社に対し、排除措置命令を行わない旨の通知を行った。 

本件審査において、公正取引委員会は、当事会社が申し出た措置が講じられることを前

提とすれば、本件行為により、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとな

るとはいえないと判断した。 

（詳細については令和７年８月 29日報道発表資料「DCMホールディングス㈱による㈱エ

ンチョーの株式取得に関する審査結果について」を参照のこと。）

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/aug/250829kiketsu_de.html

 ４ 今治造船㈱によるジャパンマリンユナイテッド㈱の株式取得に関する審査結果（令

和７年 11月 18日公表） 

公正取引委員会は、今治造船㈱（以下「今治造船」という。）によるジャパンマリンユ

ナイテッド㈱（以下「JMU」という。また、今治造船及び JMU を併せて「当事会社」とい

う。）の株式取得（以下「本件行為」という。）について、今治造船から独占禁止法の規定

に基づく株式取得に関する計画届出書の提出を受け、審査を行った結果、同社に対し、排

除措置命令を行わない旨の通知を行った。 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/may/250528kiketesu_st.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/aug/250829kiketsu_de.html
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本件審査において、公正取引委員会は、当事会社が申し出た措置が講じられることを前

提とすれば、本件行為により、一定の取引分野における競争を実質的に制限することとな

るとはいえないと判断した。 

（詳細については令和７年 11月 18日報道発表資料「今治造船㈱によるジャパンマリ

ンユナイテッド㈱の株式取得に関する審査結果について」を参照のこと。）

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251118kiketsu_ij.html

 ５ トヨタ自動車㈱及びダイムラー・トラック・アーゲーによる日野自動車㈱及び三菱

ふそうトラック・バス㈱の経営統合に関する審査結果（令和８年２月 26日公表） 

公正取引委員会は、トヨタ自動車㈱及びダイムラー・トラック・アーゲー（Daimler 

Truck AG）が ARCHION㈱（以下「本件持株会社」という。）に出資するとともに、日野自動

車㈱（以下「日野」という。）及び三菱ふそうトラック・バス㈱（以下「三菱ふそう」と

いう。）（以下、これら５社と既に結合関係が形成されている企業の集団を併せて「当事会

社グループ」という。）を本件持株会社の完全子会社とすることで日野及び三菱ふそうの

経営を統合する企業結合計画（以下「本件行為」という。）について、当事会社グループ

から独占禁止法の規定に基づく株式取得に関する計画届出書の提出を受け、審査を行った

結果、当事会社グループに対し、排除措置命令を行わない旨の通知を行った。 

本件審査において、公正取引委員会は、当事会社グループが申し出た措置が講じられる

ことを前提とすれば、本件行為により、一定の取引分野における競争を実質的に制限する

こととなるとはいえないと判断した。 

（詳細については令和８年２月 26 日報道発表資料「トヨタ自動車㈱及びダイムラ

ー・トラック・アーゲーによる日野自動車㈱及び三菱ふそうトラック・バス㈱の経営

統合に関する審査結果について」を参照のこと。）  

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/feb/260226kiketsu_hm.html 

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2025/nov/251118kiketsu_ij.html
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2026/feb/260226kiketsu_hm.html



